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第３章 将来の事業環境  

１ 給水人口と水需要の予測 

   令和５年度における本市の給水人口は３８１,５１２人、有収水量は３,６２７万㎥となっています。 

   今後の給水人口については、令和５年１２月に国立社会保障・人口問題研究所から公表された将来の推計人口に普及率９８.０％（令

和６年３月時点）を乗じて算定しておりますが、将来の推計人口は減少傾向にあることから、計画最終年度である令和１６年度には３３

９,２０２人となる見通しです。 

   有収水量については、一般家庭で使用する割合が全体の約８０％を占めるため、給水人口の減少が見込まれることに伴い有収水量も減

少が見込まれ、計画最終年度である令和１６年度には約３,２３８万㎥となる見通しで、３０年後の令和３６年度には約２,４８８万㎥と

なる見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※給水人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計人口に普及率を乗じて算出した。 

    ※有収水量は、令和６年度の有収水量に給水人口の減少率を乗じて算出した。ただし、人口減少の影響を受けない業種（宿泊施設、船舶）については、令和６

年度水量と同量として見込んだ。 
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２ 料金収入の予測 

   令和５年度における本市の水道料金収入は、約８４億３千万円となっています。 

   水道料金収入は、有収水量の増減にほぼ連動するため、有収水量の減少見込に伴い水道料金収入も減少する見込みで、計画最終年度で

ある令和１６年度には約７５億６千万円となる見通しで、３０年後の令和３６年度には約６０億１千万円となる見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※水道料金収入のうち、基本料金は給水戸数を口径ごとの３か年平均（Ｒ２～Ｒ４）の増減率を乗じて算出した。 

    ※従量料金は、一般家庭及び事業所のそれぞれの段階の構成比の３か年平均（Ｒ２～Ｒ４）を有収水量に乗じて算出した。 
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３ 水洗化人口と有収水量の予測 

   令和５年度における本市の水洗化人口は３６１,６４５人、有収水量は約３,５７６万㎥となっています。 

   今後の水洗化人口については、令和９年度から１５年度までに予定されている集落排水事業の統合により、増加する要素はあるもの

の、令和５年１２月に国立社会保障・人口問題研究所から公表された将来の推計人口を基に算定した将来の水洗化人口は減少する見込み

で、計画最終年度である令和１６年度には３２７,６５５人となる見通しです。 

   有収水量については、一般家庭で使用する割合が全体の約７５％（令和６年３月時点）を占めるため、給水人口の減少が見込まれるこ

とに伴い有収水量も減少が見込まれますが、新規大型施設の開業等により減少幅は水道料金と比較して緩やかとなる見込みで、計画最終

年度である令和１６年度には約３,２９１万㎥となる見通しで、３０年後の令和３６年度には約２,４５９万㎥となる見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※水洗化人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計人口を基にした区域内人口に水洗化率を乗じて算出した。 

    ※有収水量は、新規開業する大型施設の使用量を見込んだ令和６年度の有収水量に水洗化人口の減少率を乗じて算出した。ただし、人口減少の影響を受けない

業種（宿泊施設）については、令和６年度水量と同量として見込んだ。 
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４ 使用料収入の予測 

   令和５年度における本市の下水道使用料収入は、約７３億９千万円となっています。 

   下水道使用料収入は、中心市街地で新たな需要が見込まれるものの、有収水量の減少見込みに伴い下水道使用料収入も減少する見込み

で、計画最終年度である令和１６年度には６９億円となる見通しで、３０年後の令和３６年度には約５５億１千万円となる見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※下水道使用料収入のうち、基本料金は戸数に３か年平均（Ｒ２～Ｒ４）の増減率を乗じて算出した。 

    ※従量料金は、一般家庭及び事業所のそれぞれの段階の構成比の３か年平均（Ｒ２～Ｒ４）を有収水量に乗じて算出した。 
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５ 今後の職員定数の見通し 

   行財政改革プランに基づく民間委託の拡大による業務の効率化により、採用を抑制することで組織のスリム化や職員数の削減を進めて

きましたが、年齢構成の歪み、技術の継承、老朽化施設の更新、頻発する自然災害等の多様化するリスクへの対応等、様々な課題を抱え

ています。 

   今後、多くの職員の退職が見込まれる中で、これまで培ってきた技術の継承を行うとともに、広域連携、官民連携、施設の統廃合・適

正化、新技術の採用など、時代の変化に応じた技術の習得や技術力の向上に努め、更なる経営の効率化を図るため、組織や人員配置の見

直しを継続していく必要があります。 
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